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(款) 15 国庫支出金

(項) 2 国庫補助金

節

明　　　　　　　　　　　　　説較　　比度　年　前度　年　本

 1 総務費国庫補助金 202,993 123,755 79,238  1 総務管理費補助金 202,993 社会保障・税番号制度国庫補助金 4,129

社会保障・税番号制度事務費補助金 19,750

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第2世代

000,6）金付交

戸籍情報システム改修整備費補助金 814

デジタル基盤改革支援補助金 81,100

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

79,000

社会保障・税番号制度システム整備費補助金

12,200

 2 民生費国庫補助金 101,213 88,525 12,688  1 社会福祉費補助金 16,151 地域生活支援事業費補助金 11,932

デジタル基盤改革支援補助金 4,219

 2 児童福祉費補助金 80,529 母子家庭自立支援給付金 1,050

子ども・子育て支援交付金 59,214

子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費補

301金助

保育対策総合支援事業費補助金 250

児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金

1,264

子ども・子育て支援施設整備交付金 18,600

妊婦のための支援給付費補助金 48

 3 生活保護費補助金 4,533 生活保護費補助金                          

 3 衛生費国庫補助金 15,307 22,470 △7,163  1 保健衛生費補助金 10,307 がん検診推進事業補助金 607

母子保健衛生費補助金 1,700

妊娠出産子育て支援交付金 8,000

 2 清掃費補助金 5,000 合併処理浄化槽設置整備事業費補助金        

 4 商工費国庫補助金 64,990 0 64,990  1 商工費補助金 64,990 地域公共交通確保維持改善事業費補助金      

 5 土木費国庫補助金 596,377 464,403 131,974  1 道路橋梁費補助金 89,410 社会資本整備総合交付金（道路等） 9,000

057,2金付交全安・災防
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目
区     分 金   額
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(款) 16 県支出金

(項) 2 県補助金

節

明　　　　　　　　　　　　　説較　　比度　年　前度　年　本

社会福祉法人等利用者負担額軽減制度事業費補

7金助

難聴児補聴器購入費等助成事業費補助金 20

小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業

25金助補費

民生委員担い手確保対策事業費補助金 137

 2 児童福祉費補助金 89,216 低年齢児年度途中受入促進事業費補助金（私立

670,2）分

ひとり親家庭等生活支援事業費等補助金

1,822

子ども・子育て支援交付金 51,078

児童福祉等対策事業補助金 4,442

第２子以降放課後児童クラブ利用料減免事業費

441金助補

岐阜県子ども食堂運営支援事業等補助金 60

多子世帯病児・病後児保育利用料無料化事業費

02金助補

第２子以降出産祝金支給事業費補助金 15,100

高等学校就学準備等支援事業費補助金 9,800

子ども・子育て支援施設整備交付金 4,650

妊婦のための支援給付費補助金 24

 3 衛生費県補助金 11,260 31,219 △19,959  1 保健衛生費補助金 4,149 健康増進事業費補助金 643

地域医療確保事業費補助金 1,000

地域自殺対策強化事業費補助金 61

骨髄移植ドナー助成事業費補助金 175

小児がん患者ワクチン再接種費用補助金 100

がん患者医療用補正具購入費補助金 150

出産・子育て応援事業費補助金 2,000

がん検診促進事業費補助金 20
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目
区     分 金   額
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(款) 22 市債

(項) 1 市債

節

明　　　　　　　　　　　　　説較　　比度　年　前度　年　本

1 000,750000,75債務総1 一般会計出資債 57,000 一般会計出資債                            

005,630005,63債生民2  1 社会福祉債 25,000 市民福祉センター改修事業債                

 2 高齢福祉債 11,500 老人憩いの家施設整備事業債                

006,843債

債

掃清1 002,84003,413005,263債生衛3 塵芥収集車等購入事業債 12,000

混合焼却施設設備改修事業債 336,600

009,31境環2 斎場設備整備事業債                        

 4 農林水産業債 12, 21債業農1 003,3000,9003 ,300 県営ため池等整備事業債                    

2007,969008,989債木土5 0,100  1 道路橋梁債 283,700 南垣外北野線道路改良事業債（辺地）

100,000

道路側溝等緊急対策事業債 68,000

県単事業負担事業債 29,200

市道等長寿命化事業債 72,000

道路メンテナンス事業補助金事業債 14,500

 2 河川債 361,800 県営急傾斜地崩壊対策負担事業債 8,800

普通河川緊急浚渫推進事業債 3,000

普通河川緊急対策事業債 350,000

 3 都市計画債 329,000 瑞浪駅周辺再開発事業（駅北地区）債

210,200

地域交流センター改修事業債 118,800

000,6債業事化命寿長宅住営市003,51債宅住4 

市営住宅用途廃止事業債 9,300

007,692債防消1 006,711001,971007,692債防消6 消防ポンプ自動車等更新事業債 19,500

消防指令センター共同運用事業債 277,200

1 000,152△004,384004,232債育教7 小学校債 147,200 土岐小学校改修事業債                      

 2 社会教育債 85,200 日吉公民館施設改修事業債                  

）　目　廃　（007,1△007,10債旧復害災

）　目　廃　（000,05△000,050債策対政財時臨

計 1,987,200 2,007,200 △20,000

目
区     分 金   額
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(款) 2  総務費
(項) 2  徴税費

本   年   度   の   財   源   内   訳 節

明　　　　　説源    財    定    特較比度年前度年本目

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 2 賦課徴収費 91,256 66,892 24,364 9,592 2,430 79,234  1 報酬 4,043

032,81費経務事収徴課賦555等当手員職3 

 4 共済費 752 市税オンライン処理経費 23,500

 8 旅費 97 固定資産管理システム経費 10,100

10 需用費 8,637 031金算加付還税市

11 役務費 10,795 賦課業務臨時事務補助事業 5,447

12 委託料 61,703 固定資産評価替事業 31,249

13 使用料及び 417 固定資産現地調査タブレット型ＧＩＳ端末導入 

006,2業事料借賃

18 負担金補助 4,127

及び交付金

22 償還金利子 130

及び割引料

計 209,906 202,464 7,442 56,088 2,439 151,379

(款) 2  総務費
(項) 3  戸籍住民基本台帳費

本   年   度   の   財   源   内   訳 節

明　　　　　説源    財    定    特較比度年前度年本目

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 戸籍住民基 144,450 108,139 36,311 34,165 6,557 103,728  1 報酬 17,702

本台帳費  2 給料 25,518 戸籍住民基本台帳事務経費 66,400

071費経営運ムテスシ送電687,61等当手員職3 

 4 共済費 11,624 住民基本台帳ネットワークシステム運営経費   

082,1006費償報7 

037,9費経理処算電籍戸925費旅8 

10 需用費 1,451 社会保障・税番号制度管理経費 18,670

11 役務費 7,029 住基ネット機器更新事業 36,000

12 委託料 15,718 戸籍振り仮名整備事業 12,200

13 使用料及び 14,323

賃借料
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一般財源 区   分  金   額 

一般財源 区   分  金   額 
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(款) 6  農林水産業費
(項) 1  農業費

本   年   度   の   財   源   内   訳 節

明　　　　　説源    財    定    特較比度年前度年本目

国県支出金 地 方 債 そ の 他

18 負担金補助 2,333

及び交付金

410,7料給2 331,8171145,1906,61051,81所療診畜家5 

費  3 職員手当等 4,797 家畜診療所事務経費 14,490

 4 共済費 2,159 家畜自衛防疫強化促進経費 3,300

063業事給供胚別判性畜家034費用需01

11 役務費 74

12 委託料 9

18 負担金補助 3,660

及び交付金

26 公課費 7

 6 農地費 79,129 46,340 32,789 27,648 12,300 5,991 33,190  2 給料 3,939

355,9費経務事地農674,2等当手員職3 

 4 共済費 1,206 防災ダム一部事務組合負担経費 8,188

10 需用費 391 土地改良施設維持管理経費 1,000

11 役務費 810 松野湖周辺管理経費 1,000

005,1業事良改地土単市798,41料託委21

13 使用料及び 45 多面的機能支払交付金事業 3,038

賃借料 県営事業負担金事業（県営ため池等整備事業） 

052,51000,62費負請事工41

005,42業事良改地土単県000,1費料材原51

17 備品購入費 262 農業用ため池廃止事業 14,000

18 負担金補助 28,096 県営事業負担金事業（経営体育成基盤整備事業 

001,1

）

金付交び及

26 公課費 7

計 238,855 216,937 21,918 72,354 12,300 7,215 146,986

一般財源 区   分  金   額 
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(款) 10  教育費
(項) 5  社会教育費

本   年   度   の   財   源   内   訳 節

明　　　　　説源    財    定    特較比度年前度年本目

国県支出金 地 方 債 そ の 他

14 工事請負費 98,000 日吉公民館施設改修事業 98,000

17 備品購入費 374

18 負担金補助 394

及び交付金

26 公課費 9

06酬報1 763,95631,4132,55763,95費館書図4 

 2 給料 3,273 図書館事務経費 6,087

 3 職員手当等 1,801 図書館管理経費 45,280

 4 共済費 1,013 図書等充実経費 8,000

10 需用費 179

11 役務費 11

12 委託料 41,871

13 使用料及び 3,159

賃借料

17 備品購入費 8,000

764,01酬報1 408,38630,8034,01014,18048,19費化文5 

 2 給料 21,540 078費経護保財化文

 3 職員手当等 16,566 文化施設事務管理経費 58,450

 4 共済費 9,468 文化施設受付等管理業務委託経費 7,841

 7 報償費 142 埋蔵文化財発掘等調査事業 2,600

024業事理管持維道山中113費旅8 

10 需用費 909 こいのぼり祭開催事業 3,470

11 役務費 19 文化財維持管理事業 13,645

12 委託料 22,797 中山道整備基本計画策定事業 4,544

13 使用料及び 120

賃借料

14 工事請負費 348

18 負担金補助 9,153

及び交付金

05酬報1 360,9706,2403,18△479,29076,11館物博石化6 

費  7 報償費 356 化石博物館事務経費 1,860

一般財源 区   分  金   額 

― 67 ―　　　歳出【教育費】



― 68 ―　　　歳出【教育費】



― 69 ―　　　歳出【教育費】



― 70 ―　　　歳出【【教育費】【公債費】



― 71 ―　　　歳出【諸支出金】【予備費】【災害復旧費】



― 72 ―　　　【給与費明細書】
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― 75 ―　　　【給与費明細書】



　 （２）給料及び職員手当の増減額の明細

区      分 増   減   額

給      料 37,483 給与改定に伴う増加分 43,964 令和６年度給与改定 3.26％

昇給に伴う増加分 4,417 平均昇給率 0.33％

その他の増減分 △ 10,898 職員の異動等

職員手当 35,956 制度改正に伴う増減分 13,513

選挙等に伴う増減分 1,195

その他の増減分 21,248 職員の異動等

 

会計年度任用職員以外の職員　　　　　△12,967
会計年度任用職員　　　　　　　　　　　　　　　2,069

会計年度任用職員以外の職員　　　　　 23,723
会計年度任用職員　　　 　　　　　　　　　　△2,475

考            備明            説訳内別由事減増

（単位:千円）

期末手当、勤勉手当支給率の改正
会計年度任用職員以外の職員　　　 12,079
会計年度任用職員　　　　　　　　　　　　　　  1,434
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― 82 ―　　　【継続費調書】



― 83 ―　　　【債務負担行為調書】



― 84 ―　　　【債務負担行為調書】



過年度提出に係る分

（単位：千円）

期間 金　額 期　間 金　　　額

キ ャ ッ シ ュ レ ス 決 済 手 数 料
証明手数料等に決済手
数 料 率 を 乗 じ た 額

３～６ １６２ ７～８
限度額から前年度
末までの支出（見
込）額を引いた額

全　　　額

キャッシュレス決済システ ム保 守委 託料 １,４００ ３～６ ５４３ ７～８ ７５８７５８

自 動 釣 銭 機 保 守 委 託 料 ７００ ４～６ １１１ ７～９ ９８５９８５

公 共 施 設 予 約 シ ス テ ム 使 用 料 ２２,４００ － ７～１１ ００４,２２００４,２２

公 共 施 設 予 約 シ ス テ ム
キ ャ ッ シ ュ レ ス 決 済 手 数 料

施 設 使 用 料 に
決済手数料率を乗じた額

額　　　全じ同に額度限１１～７－

ふ る さ と み ず な み 応 援 寄 附 金
支 援 業 務 委 託 料

ふ る さ と み ず な み 応 援
寄 附 金 寄 附 額 の 6 ％ に
消費税相当額を加えた額

額　　　全じ同に額度限９～７０６

固 定 資 産 評 価 替 業 務 委 託 料 ３０,１９５ － ７～８ ５９１,０３５９１,０３

混 合 焼 却 施 設 設 備 改 修 工 事
発 注 図 書 作 成 ・ 工 事 監 理 業 務 委 託 料

３６,５００ ５～６ １２,０７８ ７～８ ２２４,４２２２４,４２

混 合 焼 却 施 設 設 備 改 修 工 事 費 ５６８,０００ － ７～８ ０００,２４１０００,８６５

火 葬 業 務 委 託 料 ６７,６００ ６ ０ ７～９ ００６,７６００６,７６

農 産 物 等 直 売 所 指 定 管 理 料 １０,５００ ３～６ ６,３００ ７～８ ００２,４００２,４

農 産 物 等 直 売 所 指 定 管 理 料
（ 規 模 拡 大 分 等 ）

５５,０００ ４～６ ２５,２７３ ７～８ ７２７,９２７２７,９２

農 産 物 等 直 売 所 指 定 管 理 料
（ 農 畜 産 物 等 消 費 拡 大 分 ）

２４,０００ － ７～８ ０００,２１０００,４２

   

１２,０００  

   

額　度　限項　　　　　　　事

前年度末までの
支出(見込)額

当該年度以降の
支出予定額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

   

 

 

 

 

 

４２６,０００
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【地方債残高調書】 - 1 -

( 単位 ： 千円 ）

末度年該当末度年前末度年々前
当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
起 債 見 込 額 元金償還見込額

685,913,9329,448002,789,1903,771,8507,433,7．１

（１）総 務 1,268,219 1,158,644 57,000 100,698 1,114,946

（２）民 生 31,850 29,575 36,500 2,275 63,800

（３）衛 生 355,909 586,812 362,500 60,598 888,714

（４）農 林 水 産 83,344 80,504 12,300 13,536 79,268

（５）土 木 2,363,725 2,788,397 974,500 374,248 3,388,649

（６）公 営 住 宅 32,620 30,390 15,300 2,230 43,460

（７）消 防 521,680 483,770 296,700 107,194 673,276

（８）教 育 2,677,358 3,019,217 232,400 184,144 3,067,473

939,751386,820226,681026,791．２

（１）補 助 159,950 148,022 0 22,560 125,462

（２）単 独 37,670 38,600 0 6,123 32,477

475,140,4493,6540869,794,4162,239,4．３

（１）減税補塡債 8,315 1,671 0 1,671 0

（２）減収補塡債 34,425 32,400 0 2,025 30,375

（３）
臨 時 財 政
対 策 債

4,889,521 4,463,897 0 452,698 4,011,199

12,464,586 12,861,899 1,987,200 1,330,000 13,519,099

現 在 高 見 込 額

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末
及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区            分
当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

現 在 高 現 在 高 見 込 額

災 害 復 旧 債

そ の 他

合            計

普 通 債
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　 （２）給料及び職員手当の増減額の明細

区      分 増   減   額

給      料 682 給与改定に伴う増加分 48 令和６年度給与改定 1.20％

昇給に伴う増加分 11 平均昇給率 0.26％

その他の増減分 623 職員の異動等

職員手当 788 制度改正に伴う増減分 43

その他の増減分 745 職員の異動等
会計年度任用職員以外の職員　　　　　　　 716
会計年度任用職員　　　　　　　　　　　　　　　　 29

考            備明            説訳内別由事減増

（単位:千円）

期末手当、勤勉手当率の改正

会計年度任用職員以外の職員　　　　 623

会計年度任用職員以外の職員　　　　　　　　　35
会計年度任用職員　　　　　　　　　　　　　　　 　   8

― 98 ―【後期高齢者医療事業特別会計】



― 99 ―【後期高齢者医療事業特別会計】



― 100 ―【後期高齢者医療事業特別会計】



― 101 ―【後期高齢者医療事業特別会計】



― 102 ―【後期高齢者医療事業特別会計】



― 103 ―【後期高齢者医療事業特別会計】









― 105 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 106 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 107 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 108 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 109 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 110 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 111 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 112 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 113 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 114 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 115 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 116 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 117 ―【国民健康保険事業特別会計】



― 118 ―【国民健康保険事業特別会計】



　 （２）給料及び職員手当の増減額の明細

区      分 増   減   額

給      料 △ 3,077 給与改定に伴う増加分 971 令和６年度給与改定 4.02％

昇給に伴う増加分 86 平均昇給率 0.34％

その他の増減分 △ 4,134 職員の異動等

職員手当 △ 447 制度改正に伴う増減分 185

その他の増減分 △ 632 職員の異動等

考            備明            説訳内別由事減増

（単位:千円）

期末手当、勤勉手当率の改正

会計年度任用職員以外の職員 　　　　　△713
会計年度任用職員 　　　　　　　　　　　  　81

会計年度任用職員以外の職員　　　　 △4,134

会計年度任用職員以外の職員　　　　　　　　161
会計年度任用職員 　　　　　　　　　　　　  24
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　 （２）給料及び職員手当の増減額の明細

区      分 増   減   額

給      料 △ 943 給与改定に伴う増加分 1,135 令和６年度給与改定 4.73％

昇給に伴う増加分 65 平均昇給率 0.26％

その他の増減分 △ 2,143 職員の異動等

職員手当 △ 28 制度改正に伴う増減分 252

その他の増減分 △ 280 職員の異動等
会計年度任用職員以外の職員 　　　　　　△455
会計年度任用職員 　　　　　　　　　　　　　　　175

考            備明            説訳内別由事減増

（単位:千円）

期末手当、勤勉手当率の改正

会計年度任用職員以外の職員　　　　 △2,143

会計年度任用職員以外の職員 　　　　　　　193
会計年度任用職員 　　　　　　　　　　　　　　  59
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（単位：千円）

考備額定予目項款

１ 資 本 的 支 出 737,000

547,655費良改設建１

１ 水 道 総 合 地 震 対 策 事 業 費 100,000

２ 配 水 設 備 改 良 費 448,620

３ 事 務 費 7,825

４ 営 業 設 備 費 300

） 目 廃 （ 費業事保確点拠水給時急緊

２ 企 業 債 償 還 金 180,255

１ 企 業 債 償 還 金 180,255

支　　　　　　　　　　　　　　出

0
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

給与改定に伴う増加分 590 令和６年度給与改定 2.61%

昇給に伴う増加分 113 平均昇給率 0.49%

員職の外以員職用任度年計会等動異の員職749分減増の他のそ 891

会計年度任用職員 56

員職の外以員職用任度年計会112分減増う伴に正改度制 201

会計年度任用職員 10

員職の外以員職用任度年計会等動異の員職788分減増の他のそ 873

会計年度任用職員 14

手 当 1,098

期末手当、勤勉手当率の改正

（単位：千円）

備 考

給 料 1,650

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明
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本年度提出に係る分

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

0.06004,131004,131004,131004,1317

8 87,600 87,600 87,600 40.0

0.001006,78004,131004,131000,912000,912計

補助金
損益勘定
留保資金

継 続 費 に 関 す る 調 書

前 年 度 末
ま で の 支 払
義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

当 該 年 度
支払義務発
生 予 定 額年度

全 体 計 画

配水設備改良費

款 項 事 業 名

企業債
工　事
負担金

当 該 年 度
末 ま で の
支払義務発
生 予 定 額

翌 年 度
以 降 の
支 払 義 務
発生予定額

継 続 費
の 総 額
に 対 す
る 進 捗
率（％）

年 割 額

左 の 財 源 内 訳
前 々 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

1 資本的
　支　出

1 建　設
  改良費
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（単位：千円）

１ 固定資産

（１）

177,411地土イ　　

652,663物建ロ

減 価 償 却 累 計 額 △ 172,639 193,617

　　 ハ 構 築 物 15,803,585

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,823,469 7,980,116

ニ 機 械 及 び 装 置 2,111,597

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,500,507 611,090

463,4具搬運両車ホ

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,093 271

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 48,007

減 価 償 却 累 計 額 △ 35,459 12,548

347,781定勘仮設建ト

9,100,156

（２）

125,1権入加話電イ

175,1権用利設施ロ

401産資定固形無他のそハ

3,196

（３）投資その他の資産

000,002券証価有資投イ

投資その他の資産合計 200,000

9,303,352

無形固定資産

無形固定資産合計

固定資産合計

令和７年度　瑞浪市水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有形固定資産

有形固定資産合計
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区 分 金 額

819額入繰金当引与賞819額入繰金当引与賞

021酬報員委会議審営経021酬報

法 定 福 利 費 2,867 会計年度任用職員以外の職員 2,867

法 定 福 利 費 190 会計年度任用職員以外の職員 190

引 当 金 繰 入 額

3費旅別特3費旅

911書図224費品消備

961等品耗消用務事

コピー機パフォーマンス料 134

印 刷 製 本 費 035代刷印等書付納453,1

863代刷印等筒封

ハンディターミナル用紙印刷代 456

通 信 運 搬 費 815,3代送郵165,3

34料話電

委 託 料 13,664 量水器検針業務委託料 12,672

ハンディターミナル関連保守業務委託料 273

検針システム移行業務委託料 719

011,4料数手済決・替振221,4料数手

21料数手他のそ

賃 借 料 2,114 会計システムサービス料 1,704

014料スーリ機ーピコ

修 繕 費 66 ハンディターミナル機器修繕 66

3賄会議審営経3費糧食

負 担 金 169 日本水道協会等負担金 169

83修研計会83費修研

265額入繰金当引倒貸265額入繰金当引倒貸

４ 減 価 償 却 費 356,323 349,594 6,729

目 本 年 度 前 年 度
節

比 較款　・　項 説 明
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区 分 金 額

有 形 固 定 資 産 385,7費却償価減物建391,653

減 価 償 却 費 構築物減価償却費 303,212

機械及び装置減価償却費 44,252

車両運搬具減価償却費 243

工具、器具及び備品減価償却費 903

無 形 固 定 資 産 130 68権用利設施

減 価 償 却 費 その 44産資定固形無他

５ 資 産 減 耗 費 14,500 4,650 9,850

固 定 資 産 除 却 費 005,4損却除産資定固005,41

000,01費去撤産資定固

２ 営 業 外 費 用 23,169 23,974 △ 805

１ 支 払 利 息 及 び 12,400 13,536 △ 1,136

企 業 債 取 扱 諸 費 企 業 債 利 息 004,21息利債業企004,21

２ 消 費 税 及 び 10,000 10,000 0

地 方 消 費 税 消 費 税 及 び 10,000 消費税及び地方消費税 10,000

地 方 消 費 税

３ 雑 支 出 769 438 331

そ の 他 雑 支 出 769 資本勘定職員児童手当 240

資本勘定職員退職手当組合負担金 529

011失損別特３ 38,932 △ 38,822

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 100 150 △ 50

001損正修益損度年過001損正修益損度年過

２ そ の 他 特 別 損 失 10 38,782 △ 38,772

01失損別特他のそ01失損別特他のそ

0000,4000,4費備予４

１ 予 備 費 4,000 4,000 0

000,4費備予000,4費備予

款　・　項 目 説 明
節

本 年 度 前 年 度 比 較
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資　本　的　収　入　及　び　支　出

  収　　入 （単位：千円）

区 分 金 額

004,414006,88000,305１

006,9920006,992債業企１

１ 建 設 改 良 企 業 債 299,600 0 299,600 建 設 改 良 企 業 債 299,600 上水道建設改良企業債 299,600

２ 工 事 負 担 金 57,500 21,600 35,900

１ 他 会 計 負 担 金 4,100 7,500 △ 3,400 他 会 計 負 担 金 001,4金担負置設栓火消001,4

２ 工 事 負 担 金 53,400 14,100 39,300 工 事 負 担 金 004,35金償補事工004,35

575 △959,02483,02金担分３

483,02金担分者入加483,02金担分575 △959,02483,02金担分１

955,75192,24058,99金資出４

１ 出 資 金 99,850 42,291 57,559 出 資 金 99,850 統合簡水企業債元金償還金分　　　　　　　　42,850

災害対策事業分（水道管路耐震化） 57,000

619,12057,3666,52金助補５

１ 国 庫 補 助 金 25,666 3,750 21,916 国 庫 補 助 金 666,52上水道国庫補助金666,52

目 本 年 度款　・　項

資 本 的 収 入

説 明前 年 度 比 較
節
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  支　　出 （単位：千円）

区 分 金 額

003,501007,136000,737１

１ 建 設 改 良 費 556,745 447,946 108,799

１ 水 道 総 合 地 震 100,000 0 100,000

料託委費業事策対 10,000 明世配水区ほか配水管布設替詳細設計 10,000

工 事 請 負 費 90,000 明世配水区ほか配水管布設替工事 90,000

２ 配 水 設 備 改 良 費 448,620 410,344 38,276

工 事 請 負 費 045,83区地浪瑞040,844

006,87区地吉日

005,33区地戸釜

007,86区地陶

006,91事工設布管本

瑞浪恵那道路建設関連工事 57,000

土岐橋添架管布設替工事 16,300

001,4）基３（工置設栓火消

水道施設等更新工事 131,700

085料借賃管配設仮085料借賃

３ 事 務 費 7,825 6,039 1,786

給 料 4,062 会計年度任用職員以外の職員 4,062

手 当 2,410 会計年度任用職員以外の職員 2,410

法 定 福 利 費 1,353 会計年度任用職員以外の職員 1,353

４ 営 業 設 備 費 300 13,263 △ 12,963

備 品 購 入 費 300 003費入購品備

緊 急 時 給 水 拠 点 0 ） 目 廃 （ 003,81 △003,81

確 保 事 業 費

２ 企 業 債 償 還 金 180,255 183,754 △ 3,499

１ 建 設 改 良 企 業 債
　　償　　　　還　　　　金

180,255 183,754 △ 3,499

建 設 改 良 企 業 債
元 金 償 還 金

180,255 建設改良企業債元金償還金 180,255

資 本 的 支 出

目 本 年 度款　・　項
節

比 較 明説度年前
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Ⅲ　予定貸借対照表等に関する注記
１　企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度末日の翌日から起算して１年内に償還期限が到来するものも含む）の
 うち、他会計が負担すると見込まれる額は３７２，３４８千円である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記
１　報告セグメントの概要

下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、
 それらを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

セグメント区分

公共下水道事業

農業集落排水事業

２　報告セグメントごとの資産、負債、その他の項目の金額

令和６年度（自 令和６年４月１日　 至 令和７年３月３１日）　　 （単位 ： 千円）

677,894716,1益収業営

244,110,1447,13用費業営

666,215 △721,03 △益損業営

499,1145益損常経

692,031,31353,991産資トンメグセ

861,848,01079,421債負トンメグセ

その他の項目

　他会計繰入金 40,650 495,113

　減価償却費 8,428 592,444

　支払利息 410 65,167

　特別利益 00

　特別損失 56111
　
有形固定資産及び
無形固定資産の増加

8,530 290,536282,006

454,463

584,016

64,757

0

154

10,723,198

事業の内容

市街地における、し尿・生活雑排水等の処理。

農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理。

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

497,159

979,698

△ 482,539

1,453

12,930,943
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　支　　出 （単位：千円）

区 分 金 額

877品耗消用業事

893品備用業事

44料スンマーォフパ機ーピコ

17費料燃車動自131費料燃

03費料燃用調空

81費料燃用械機

21費料燃機電発用常非

光 熱 水 費 558金料道水200,1

741料用使スガ

4代送郵09費搬運信通

37料話電

31料信受KHN

委 託 料 152,000 設備保安管理業務委託料 9,889

脱水ケーキ処理業務委託料 50,738

246,1料託委務業査検定測

沈砂池等清掃業務委託料 1,625

601料託委務業理管

ストックマネジメント事業 88,000

31料数手等検車31料数手

6料スーリ機話電34料借賃

73料上借具用掃清

968,32費繕修設施960,42費繕修

002費繕修車動自

381,04料気電381,04費力動

804,9費品薬理処水汚804,9費品薬

63料材修補設施63費料材

691済共害損合総物建822料険保

款　・　項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説 明
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　支　　出 （単位：千円）

区 分 金 額

　工具、器具及び備品減価償却費 513

農業集落排水固定資産減価償却費 7,384

　建物減価償却費 2,845

　構築物減価償却費 1,701

　機械及び装置減価償却費 2,838

無 形 固 定 資 産 48 公共下水道固定資産減価償却費 48

減 価 償 却 費 　その他の無形固定資産減価償却費 48

12 資 産 減 耗 費 4,256 23,081 △ 18,825

固 定 資 産 除 却 費 4,256 公共下水道固定資産除却損 4,210

農業集落排水固定資産除却損 46

2 営 業 外 費 用 73,647 73,665 △ 18

1 支 払 利 息 及 び 58,934 65,167 △ 6,233

企 業 債 取 扱 諸 費 企 業 債 利 息 58,934 公共下水道企業債利息 55,785

987,2息利債業事備整同共

農業集落排水企業債利息 360

2 消費税及び地方消費税 14,200 8,000 6,200

消費税及び地方消費税 14,200 消費税及び地方消費税 14,200

3 雑 支 出 513 498 15

そ の 他 雑 支 出 513 公共下水道資本勘定職員退職手当組合負担金 513

0561561失損別特3

1 過 年 度 損 益 修 正 損 150 150 0

過 年 度 損 益 修 正 損 150 公共下水道過年度損益修正損 140

農業集落排水過年度損益修正損 10

2 そ の 他 特 別 損 失 15 15 0

そ の 他 特 別 損 失 15 公共下水道その他特別損失 14

農業集落排水その他特別損失 1

0000,2000,2費備予4

000,2費備予000,2費備予0000,2000,2費備予1

款　・　項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説 明
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